
　

第47回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表
（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

　

　

当社は、第47回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結注記

表および個別注記表につきましては、法令および定款第16条の規定に基づき、当社

ホームページ（http://www.geostr.co.jp）に掲載することにより株主の皆さまに提

供しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　(1) 連結の範囲に関する事項

　 連結子会社の状況

　 すべての子会社（３社）を連結しております。

ジオファクト株式会社

GEOSTR-RV PTE.LTD.

GEOSTR RV(M) SDN.BHD.

（注)１．連結子会社であった和泉工業株式会社、関西ジオスター株式会社及び九州ジオスタ

ー株式会社は、平成27年４月１日付で連結子会社であるジオファクト株式会社と合

併いたしました。

２．当社は、平成28年３月９日付でレスコハウス株式会社の全株式を譲渡いたしました。

これに伴い、平成28年３月31日をみなし売却日としているため、同社の損益計算書

は平成27年４月１日より平成28年３月31日までを連結し、貸借対照表は連結の範囲

から除外しております。

　(2) 持分法の適用に関する事項

　 該当ありません。

　(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、GEOSTR-RV PTE.LTD.及びGEOSTR RV(M) SDN.BHD.の海外２社の決算日は、12

月31日です。連結計算書類の作成にあたっては、同社の決算日の計算書類を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。

　(4) 会計方針に関する事項

　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 イ．有価証券

　 ・その他有価証券

　時価のあるもの 連結会計年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

　時価のないもの 移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産

・商品、製品、原材料、仕掛品

(未成工事支出金除く）、貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切下げの方法により算定）

・仕掛品（未成工事支出金） 個別法による原価法
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　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

イ．有形固定資産 定率法によっております。

　 （リース資産を除く） ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については定額法によっております。

また、ＮＭセグメントの製造に係る資産の内、特定のプロ

ジェクトのみに係る機械装置等は、プロジェクトの期間を

耐用年数とする定額法を採用しております。
ロ．無形固定資産

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

・その他の無形固定資産 定額法によっております。

ハ．リース資産

・所有権移転外ファイナンス・

　リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法

を採用しております。

　 ③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

ロ．完成工事補償引当金 引渡後に発生する住宅の瑕疵補修に備えるため、将来の見

積補修額に基づいて計上しております。

ハ．賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当

連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金 役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰

労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

ホ．受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度

末における受注案件のうち、損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積ることができるものについ

て、その損失見込額を受注損失引当金に計上しておりま

す。
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　 ④ 退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会

計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理

　 方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７

年）による定額法により、発生の翌連結会計年度から費用

処理しております。

ハ．小規模企業等における簡便法

　 の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費

用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職

給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　 ⑤ 重要な収益及び費用の計上基準

　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ．当連結会計年度末までの進捗部

　 分について成果の確実性が認め

　 られる工事

工事進行基準

(工事の進捗率の見積りは原価比例法)

ロ．その他の工事 工事完成基準

　 ⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．のれんの償却方法及び償却期間 のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行

っております。

ロ．消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており

ます。

　

２．会計方針の変更

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関す

る会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企

業会計基準第７号 平成25年９月13日）等を、当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の

変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

　

３．表示方法の変更

連結貸借対照表

（利用権及びソフトウェア）

　前連結会計年度において、区分掲記しておりました「無形固定資産」の「利用権」（当連結会計

年度16,517千円）及び「ソフトウェア」（当連結会計年度19,306千円）については、金額的重要性

が乏しくなったため、当連結会計年度より「無形固定資産」の「その他」に含めて表示しておりま

す。
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４．連結貸借対照表に関する注記

　(1) 有形固定資産の一部を次のとおり担保に供しております。

　 工場財団

　 担保に供している資産

建物及び構築物 269,175千円

機械装置及び運搬具 18,715千円

土地 3,133,870千円

　計 3,421,761千円

　 担保に付している債務

長期借入金 50,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 11,652,444千円

　

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度期末の株式数

普 通 株 式 31,530,000株 － － 31,530,000株

　(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度期末の株式数

普 通 株 式 244,828株 205株 － 245,033株

　(3) 剰余金の配当に関する事項

　 ① 配当金支払額等

　 平成27年６月26日開催の第46回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 31,285千円

・１株当たり配当額 1.0円

・基準日 平成27年３月31日

・効力発生日 平成27年６月29日

　 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの

平成28年６月28日開催の第47回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 312,849千円

・１株当たり配当額 10.0円

・基準日 平成28年３月31日

・効力発生日 平成28年６月29日

　

― 4 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月30日 21時38分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



６．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資産運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入によ

り資金を調達しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、販売管理規程及び与信管理要領に沿ってリスク

低減を図っております。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価

の把握を行っております。

　借入金の使途は、運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。

　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額

(1) 現金及び預金 503,165 503,165 －

(2）預け金 726,155 726,155 －

(3) 受取手形及び売掛金 8,651,905 8,651,905 －

(4) 未収入金 1,834,152 1,834,152 －

(5) 投資有価証券
　 その他有価証券

950,859 950,859 －

(6) 支払手形及び買掛金 (4,274,613) (4,274,613) －

(7) 未払金 (2,051,730) (2,051,730) －

(8) 短期借入金 (2,433,333) (2,433,333) －

(9）長期借入金 (2,050,000) (2,052,236) (2,236)

　 (*) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　 (1) 現金及び預金、(2) 預け金、(3)受取手形及び売掛金、並びに(4) 未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

　 (5) 投資有価証券

　 その他有価証券

　 これらの時価については、取引所の価格によっております。

　 (6) 支払手形及び買掛金、(7) 未払金、並びに(8) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。
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　 (9) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 78,859

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら、「(5) 投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 483円１銭

(2) １株当たり当期純利益 38円46銭

　

(注) 連結計算書類中の記載数字は、表示単位未満の端数を切り捨てております（１株当たり情報に
ついては、表示単位未満を四捨五入）。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 子会社株式 移動平均法による原価法

② 有価証券

　・その他の有価証券

　 時価のあるもの 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

　 時価のないもの 移動平均法による原価法

③ たな卸資産

　・商品、製品、原材料、

　 仕掛品（未成工事支出金除く)

　 、貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切り下げの方法により算定）

　・仕掛品（未成工事支出金） 個別法

　(2) 固定資産の減価償却の方法

　 法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

① 有形固定資産 定率法によっております。

　 （リース資産を除く） ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については定額法によっております。

また、ＮＭセグメントの製造に係る資産の内、特定のプロ

ジェクトのみに係る機械装置等は、プロジェクトの期間を

耐用年数とする定額法を採用しております。
② 無形固定資産

　・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

　・その他の無形固定資産 定額法によっております。

③ リース資産

　・所有権移転外ファイナンス・

　 リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法

を採用しております。

　(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。
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② 賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当

事業年度に負担すべき額を計上しております。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末

において発生していると認められる額を計上しておりま

す。

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は、以下のと

おりです。

イ.退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（７年）による定額法により按分した額を、発生の翌

事業年度から費用処理しております。

④ 役員退職慰労引当金 役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰

労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

⑤ 受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末に

おける受注案件のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、そ

の金額を合理的に見積ることができるものについて、その

損失見込額を受注損失引当金に計上しております。

　(4) その他計算書類作成のための基本となる事項

① 退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法

は、連結計算書類における会計処理の方法と異なっており

ます。

② のれんの償却方法及び償却期間 のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行

っております。

③ 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており

ます。
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２．表示方法の変更

　 貸借対照表

　（仕掛品）

　前事業年度において、区分掲記しておりました「流動資産」の「未成工事支出金」（当事業年度

14,678千円）については、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「流動資産」の「仕

掛品」に含めて表示しております。

　（利用権）

前事業年度において、区分掲記しておりました「無形固定資産」の「利用権」（当事業年度

16,434千円）については、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「無形固定資産」の

「その他」に含めて表示しております。

３．貸借対照表に関する注記

　(1) 有形固定資産の一部を次のとおり担保に供しております。

　 工場財団

　 担保に供している資産

建物 236,498千円

構築物 32,677千円

機械及び装置 18,715千円

土地 2,193,637千円

　計 2,481,529千円

　 担保に付している債務

長期借入金 50,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 11,182,169千円

　(3）偶発債務

子会社の金融機関からの借入金に対してその56％を保証しております。

　GEOSTR-RV PTE.LTD.

（5,200千シンガポールドルの56％）

242,598千円

　(4) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

① 短期金銭債権 2,237,499千円

② 短期金銭債務 568,186千円

　

４．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

① 売上高 6,992,784千円

② 仕入高 3,065,661千円

③ 営業取引以外の取引高 13,631千円

　

― 9 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月30日 21時38分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



５．株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度期末の株式数

普 通 株 式 31,530,000株 － － 31,530,000株

　

　(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度期末の株式数

普 通 株 式 244,828株 205株 － 245,033株

(注) 自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。
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６．税効果会計に関する注記

　(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産 (千円)

退職給付引当金 69,832

役員退職慰労引当金 20,870

賞与引当金 103,319

ゴルフ会員権評価損 11,956

未払事業税 38,263

減価償却費 34,848

土地評価損 12,990

棚卸資産評価損 35,495

資産除去債務 24,568

前受金調整 37,781

その他 46,406

繰延税金資産小計 436,332

評価性引当額 △66,157

繰延税金資産合計 370,175

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 12,764

その他有価証券評価差額金 203,405

資産除去債務 1,025

繰延税金負債合計 217,195

繰延税金資産の純額 152,980

流動資産－繰延税金資産 241,429

固定負債－繰延税金負債 88,449

　(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年３

月29日に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただ

し、平成28年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の

32.34％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年４月１日から平成30年３月31日までのも

のは30.86％、平成30年４月１日以降のものについては30.62％にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が6,125千円減少し、当事

業年度に計上された法人税等調整額が17,551千円、その他有価証券評価差額金が11,425千円、それ

ぞれ増加しております。
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７．関連当事者との取引に関する注記

　(1) 親会社及び法人主要株主等

種 類
会社等の
名称・住所

資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
議決権等の
所有割合
(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(千円)
(注１)

科 目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

新日鐵住金
㈱
東京都千代
田区

419,524,979
鉄鋼の製造
及び販売

(被所有)
直接
40.7
間接
1.6
計
42.3

兼任２名
転籍３名

土木製
品の受
託製造

土木製品の
受託製造
(注２)

6,992,784

売 掛 金 1,500,233

前 受 金 168,604

資金の預
託先

CMS 預 け 金
(注３）

174,846

預け金 726,155

受 取 利 息
（注３）

1,153

(注) １．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含
まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
　 上記取引については、個別交渉の上決定しております。
３．取引条件及び取引条件の決定方針
　 資金の預託については、キャッシュ・マネジメント・システム（ＣＭＳ）利用契約を締結

し、市場金利を勘案して決定しております。なお、取引の実態を明瞭に開示するため、Ｃ
ＭＳ預け金の取引金額は純額表示としております。

　(2) 同一の親会社をもつ会社及びその他の関係会社の子会社等

種 類
会社等の
名称・住所

資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
議決権等の
所有割合
(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

同一の
親会社
をもつ
会社

日鉄住金フ
ァイナンス
㈱
東京都千代
田区

1,000,000
金 銭 の 貸
付、金銭債
権の買取

― ―
手形の
譲渡先

手 形 の 譲 渡
（注）

7,242,311 未収入金 1,699,382

(注） 取引条件及び取引条件の決定方針
　手形の譲渡については、手形売買基本契約書を締結し、手形の額面金額にて譲渡を実施して

おります。
　

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 462円38銭

(2) １株当たり当期純利益 42円21銭

(注) 計算書類中の記載数字は、表示単位未満の端数を切り捨てております（１株当たり情報につい
ては表示単位未満を四捨五入）。
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